




資料１　一般会計･特別会計決算一覧表　　　

（１）歳　入

年　　　度　

　会　　　計 決 算 額 構成比 増 減 率 決 算 額 構成比 増 減 率

△ 3.0

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 △ 18.4

介 護 保 険 特 別 会 計 － － － － － －

介 護 保 険 特 別 会 計
（ 保 険 事 業 勘 定 ）

介 護 保 険 特 別 会 計
（ 介 護 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 ）

△ 10.8 △ 18.7

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

国 民 宿 舎 特 別 会 計 △ 96.1

計 △ 8.1 △ 9.0

△ 5.0

（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したため、内訳と計の数値が合わない場合がある。

（注）令和元年度から、介護保険事業特別会計において保険事業勘定と介護サービス事業勘定を一本化した。

（２）歳　出

年　　　度　

　会　　　計 決 算 額 構成比 増 減 率 決 算 額 構成比 増 減 率

△ 4.5

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 △ 17.5

介 護 保 険 特 別 会 計 － － － － － －

介 護 保 険 特 別 会 計
（ 保 険 事 業 勘 定 ）

介 護 保 険 特 別 会 計
（ 介 護 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 ）

△ 16.4 △ 30.3

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

国 民 宿 舎 特 別 会 計 △ 96.0

計 △ 6.8 △ 8.8

△ 5.4

（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したため、内訳と計の数値が合わない場合がある。

（注）令和元年度から、介護保険事業特別会計において保険事業勘定と介護サービス事業勘定を一本化した。
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（単位:千円、％）

決 算 額 構成比 増 減 率 決 算 額 構成比 増 減 率 決 算 額 構成比 増 減 率

△ 12.0

△ 3.4 △ 0.7

皆増

－ － 皆減 － － － － － －

－ － 皆減 － － － － － －

△ 0.6

△ 7.5

（単位:千円、％）

決 算 額 構成比 増 減 率 決 算 額 構成比 増 減 率 決 算 額 構成比 増 減 率

△ 13.0

△ 4.9 △ 3.5 △ 0.7

皆増

－ － 皆減 － － － － － －

－ － 皆減 － － － － － －

△ 1.0

△ 8.7

令 和 元 年 度 令 和 年 度

令 和 年 度令 和 元 年 度 令 和 年 度

令 和 年 度
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K㎡ 人

1 Ａ

2 Ｂ

5 Ｅ
ア イ

6 Ｆ

7 Ｇ

8 Ｈ

9 Ｉ

10 Ｊ

円

※令和2年度から、再任用短時間勤務職員及び
　 会計年度任用職員を職員数に含む

災害基金

自治会館管理

公務災害補償

公平委員会

交通災害共済会

行政不服審査会

老人福祉施設

生活保護施設

ごみ処理施設

火葬場

後期高齢者医療

観 光 施 設 事 業 無 274,923 千円 ※令和4年4月1日現在

H9.10.1 415,000

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

無 31,255 千円 187,640 千円 3 議 会 議 員 H9.10.1

H9.10.1 475,000

有

（定数20人）

377,000

介 護 保 険 事 業 無 175,571 千円 780,581 千円 28 議 会 副 議 長

国民健康保険事業 無 542,340 千円 404,950 千円 12 議 会 議 長

27,896 千円 250,000 千円 13 教 育 長 H9.10.1

H19.4.1 760,000

670,000

簡 易 水 道 事 業 有 19,062 千円 副 市 長

1人あたり平均
給料(報酬)月額

工 業 用 水 道 事 業 有 9,073 千円 712 千円 5 市 長 H9.10.1 935,000

特 別 職 等

上 水 道 事 業 有

健 全 化
判 断 比 率

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

- - 4.1% 21.6%

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法適用
の有無 収 支 額

普 通 会 計 か
ら の 繰 入 額

職員数

185,454 千円 39,509 千円 23

公 共 下 水 道 事 業

区　分 改定実施年月日

積立金とりくずし額 200,000 千円 200,000 千円 地 方 債 現 在 高 23,376,297 千円

実質単年度収支
F+ Ｇ + Ｈ - Ｉ

336,534 千円 445,985 千円 債 務 負 担行 為額 2,484,822 千円

繰 上 償 還 金 9,735 千円
うち
財政調整基金

2,394,777 千円

積 立 金 340,267 千円 440,328 千円 積 立 金 現 在 高 5,266,160 千円

単 年 度 収 支 196,267 千円 195,922 千円 公 債 費 負担 比率 10.9%

歳 入 歳 出 差 引 12,730,197 千円

実質収支 Ｃ-Ｄ 860,642 千円 1,056,564 千円 実 質 収 支 比 率 8.3%

翌 年 度 に 繰 り （単年 0.832）
0.870

歳 出 総 額 28,172,605 千円 24,522,104 千円
基 準 財 政収 入額
（ 錯 誤 前 ）

7,851,835 千円

歳 入 総 額 29,249,865 千円 25,734,372 千円
基 準 財 政需 要額
（ 錯 誤 前 ）

9,441,625 千円

区 分 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 区 分 指 数 等 指定団体等の状況

15,710人

R3.3.31 57,221人 1.5% 33.9% 64.6%

増 加 率 0.1%
※上：平成27年
　　　　国調 2 年

国 調

370人 8,256人

2 年 55,887人

89.36 625

37,015人 1.7%
国

調

27 年 55,812人 26,359人 就

業

人

口

27 年
国 調

住民基
本台帳

R4.3.31 57,238人 ※第３次に分類不能含む

※下：令和2年
　　　　国調

437人

人 口 面 積 人 口 密 度
人 口 集 中
地 区 人 口

産 業 構 造

区 分 第 １ 次 第 2 次 第 3 次

ふ り が な く だ ま つ し 種地

市 町 村 名 下 松 市 Ⅰ－３種 地 区 分

令和3年度交 付税

33.2% 65.1%

8,403人 16,487人

4 Ｄ
越 す べ き 財 源

216,618 千円 155,704 千円 財 政 力 指 数

資　料　２

令 和 3 年 度
決 算 状 況

3
Ａ-Ｂ

Ｃ

都 道 府
県 名

山 口 県

コ ー ド 番 号 3 5 2 0 7 1 市 町 村 類 型

1,077,260 千円 1,212,268 千円 標 準 財 政 規 模
（ う ち 臨 対 債 発 行 可 能 額 ） (1,124,243 千円）

事 務 の 共 同
処 理 の 状 況

Ⅱ－２

イ－ア

人人

イ－ア

人人
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千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

千円 千円 千円 千円 千円

※法人税割　上：平成26年9月30日までに開始した事業年度の税率
　　　　　　　　 中：平成26年10月1日から令和元年9月30日までに開始した事業年度の税率
　 　　　　　　　下：令和元年10月1日以降に開始した事業年度の税率

506,567 減収補てん債特例分

57,725

188,811 0.8 188,811 89.5%(97.7%)

2,295,945

98.6

法 人 事 業 税 交 付 金 136,526 0.5 136,526 1.1

投資及び出 資金震 災 復 興 特別

補 助 費 等

24,522,104

13,533

448,842 臨時財政対策債 

均 等 割法

人

分

1.4/100　

12.1/100　

市 町 村 民 税

固 定 資 産 税

市 税 合 計

99.6 34.8

適 用 税 率 の 状 況
徴

 
収

 
率

区 分
現 年
課 税 分

滞 納
繰 越 分 合 計

市

町

村

民

税

個

人

分

標準税率に
対する比率

　　 1.0

3,500円

50,000円
～

3,000,000円

8.4/100　所   得   割

均   等   割

14.7/100　

固 定 資 産 税

法 人 税 割

市

町

村

民

税

99.7

99.7

72.6

58.8

99.1

98.9

諸 支 出 金

合 計 9,562,967 100.0 △ 0.9 8,277,523

前年度繰上充用金

109,317 合 計 24,522,104 100.0 15,599,374

602,741

内

訳

入 湯 税 2,206 0.0 2.6 教 育 費 3,414,350 13.9 1,920,934

都 市 計 画 税 761,957 8.0 0.6 災 害 復 旧 費 18,623 0.1 13,533

1,827,643

764,163 8.0 0.6 778,332 3.2

土 木 費

そ の 他

目 的 税 消 防 費

1,861,709 7.6公 債 費

2.2 335,304

特 別 土 地 保 有 税

538,516

1,661,828 6.8 938,900

934,5451,232,746 5.0

法 定 外 普 通 税 ・ 旧 法 税

市 た ば こ 税

商 工 費

鉱 産 税

1.9 180,564

農 林 水 産 業 費

軽 自 動 車 税 185,309 衛 生 費

労 働 費 130,184

4,098,863

1,743,417

0.5 38,666

3.4 8.8

380,892 4.0 5.4 387,392

固 定 資 産 税 4,456,584 0.5 民 生 費 9,247,394 37.7

市町村
民　 税

2,166,104

46.6 4,313,419

個 人 分 3,203,683 33.5 0.5 3,042,589

法 人 分 572,336 総 務 費 3,274,294

区 分 決 算 額 構成比 税 等

％ ％ ％

6.0

100.08.8 合　　計

議 会 費 198,024 0.8 198,024

△ 21.0 353,559 109,317 13.4 2,946,804

区 分 決算額 構成比 増減率 標準税収入
超 過 課 税
分収入済額

834,427 11,995,705 千円

100.0 12,283,807 100.0
16,811,642 千円

25,734,372

2,257,300 税等総額

市 税 目 的 別 歳 出

15,599,374地 方 債

諸 収 入 3.2 3,081 0.0

合 計

1,124,200千円

繰 越 金 1,077,260 4.2 失業対策事業費 経常経費充当一般財源

繰 入 金 726,972 2.8 災害復旧事業費 18,623 0.1

0.1 う ち 単 独 1,726,501 7.0

財 産 収 入 181,058 0.7 17,944 0.1 う ち 補 助
内

訳

普通建設事業費

寄 附 金 32,661

9.3

569,444 2.3

都 道 府 県 支 出 金 1,639,634 6.4

経常収支比率

国 庫 支 出 金 5,318,629 20.7 う ち 人 件 費

手 数 料 46,385 0.2 投 資 的 経 費 2,314,568 9.4 520,100

90.6 15,079,274 11,995,705 89.5

9.0 1,822,010 1,476,229 11.0

分 担 金 ・ 負 担 金 90,099 0.4 前年度繰上充用金

交 通 安 全 交 付 金 6,746 0.0 6,746 0.1 繰 出 金 2,202,946

使 用 料 140,013 0.5 18,201 0.2 小 計 22,207,536

積 立 金特 別 377,909 1.5 1,477,319

小 計 13,383,188 52.0 12,237,835 99.6 貸 付 金 276,000 1.1

6.0 1,460,593

9.9

137,115 0.6 115,116 115,116 0.9

普 通 1,590,793 6.2 1,590,793 13.0

維 持 補 修 費

1,324,1072,680,446 10.9 2,314,529

6,601,990 49.3

地 方 交 付 税 1,968,702 7.7 1,590,793 13.0

物 件 費 3,682,541 15.0 2,748,639 2,478,263 18.5地 方 特 例 交 付 金 132,456 0.5 126,969 1.0

小 計 11,751,169 48.0 6,618,387

1,291,283

97,796 0.7

自動車税環境性能割交付金 13,698 0.1 13,698 0.1 一 時 借 入 金 利 子 5 0.0 5 0.0

1,656,700 12.4

1,729,592

97,921

5

1,719,982 12.8

ゴルフ場利用税交付金 3,497 0.0 3,497 0.0

10.5 内

訳

償
還
金

元 金 1,760,422 7.2

利 子 101,157 0.4

地方消費税交付金 1,291,283 5.0

配当割、株式等交付金 100,359 0.4 100,359 0.8

9.0 1,998,870 1,998,491 14.9

利 子 割 交 付 金 11,583 0.0 11,583 0.1 扶 助 費

公 債 費 1,861,584 7.6 1,827,518 1,817,783 13.6

6,488,685 26.5 1,659,004

3,127,507 23.3

地 方 譲 与 税 162,117 0.6 162,117 1.3 う ち 職 員 給 2,208,571

地 方 税 9,562,967 37.2 8,801,010 71.7 人 件 費 3,400,900 13.9 3,131,865

性 質 別 歳 出

区 分 決 算 額 構 成 比
経 常 一 般
財 源 Ｋ

Ｋ の
構成比

区 分 決 算 額 構成比 税 等

歳 入

経常経費充当
一 般 財 源

経常収
支比率

％ ％ ％

− 3− − 4−



資料３　普通会計歳入決算の推移（決算統計ベース）　　　

年　　　度　

　区　　　分 決 算 額 構 成 比 増 減 率 決 算 額 構 成 比 増 減 率

△ 1.2

△ 0.3

△ 0.3

△ 22.8

△ 33.9

△ 45.6 △ 13.0

△ 11.1

△ 2.1 △ 13.2

△ 8.9 △ 13.5

△ 4.5

△ 11.1

△ 46.9

△ 9.6

△ 11.3

△ 2.9

（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したため、内訳と計の数値が合わない場合がある。

平　成　29　年　度 平　成　30　年　度

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

諸 収 入

市 債

合 計

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

− 5−



（単位:千円、％）

決 算 額 構 成 比 増 減 率 決 算 額 構 成 比 増 減 率 決 算 額 構 成 比 増 減 率

△ 0.7 △ 0.9

△ 42.4 △ 16.7

△ 11.7

△ 33.6

△ 5.4

△ 5.2 △ 18.9

△ 47.2 皆減

皆増 △ 6.6

皆増

△ 47.1

△ 3.3

△ 6.6

△ 18.2 △ 36.9 △ 3.8

△ 6.8 △ 16.2

△ 47.9

△ 1.8

△ 44.2 △ 27.4

△ 96.3

△ 60.4 △ 16.3

△ 28.1

△ 12.4 △ 1.7

△ 37.2

△ 12.0

令　和　元　年　度 令　和　2　年　度 令　和　3　年　度

− 5− − 6−



資料４　普通会計歳出決算（性質別）の推移（決算統計ベース）　　　

△ 34.2

(注)

(注)

年　　　度　 令　　　和　　　元　　　年　　　度

決 算 額

　性　質　別

消

費

的

経

費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

小 計

構 成 比 増 減 率
経 常 収 支
比 率

扶 助 費

補 助 費 等

小 計

合 計

構成比・経常収支比率の欄は、表示単位未満の数値を四捨五入したため、内訳と計の数値が合わな
い場合がある。

経常収支比率には、経常一般財源等に臨時財政対策債を加えて計算している。

投

資

的

経

費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

小 計

そ

の

他

公 債 費

貸 付 金

繰 出 金

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

− 7−



（単位:千円、％）

△ 3.0

△ 68.1

△ 21.4

△ 46.6 △ 16.2

△ 62.1 △ 81.0

△ 47.3 △ 18.4

△ 64.1

△ 8.8

△ 14.1

△ 13.0

令　　　和　　　2　　　年　　度 令　　　和　　　3　　　年　　度

増 減 率
経 常 収 支
比 率

決 算 額
経 常 収 支
比 率

構 成 比 決 算 額 構 成 比 増 減 率

− 7− − 8−



資料５　令和３年度普通会計目的別性質別歳出決算（決算統計ベース）　　　

性　質　別

目　的　別

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

合 計

構 成 比

税 等 の 充 当 額

税 等 の 構 成 比

（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したため、内訳と計の数値が合わない場合がある。

人 件 費 物 件 費 維持補修費 扶 助 費 補 助 費 等 投資的経費

− 9−



（単位:千円、％）

構成比
税 等 の
充 当 額

税等の
構成比

繰 出 金 合 計公 債 費 積 立 金
投 資 及 び
出 資 金

貸 付 金
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資料６　令和３年度普通会計投資的経費一覧表（決算統計ベース）

区

事 業 名 事 業 費

分 国庫支出金 県支出金 市 　債 そ の 他 計

公 用 車 両 更 新 事 業

本 庁 舎 改 修 事 業

市 民 活 動 支 援 事 業

コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス 運 行 事 業

防 犯 灯 設 置 事 業

衆 議 院 議 員 総 選 挙

地 域 交 流 セ ン タ ー 施 設 整 備 事 業

民 間 保 育 園 建 設 補 助 事 業

公 立 保 育 園 施 設 整 備 事 業

児 童 の 家 営 繕 工 事

久 保 児 童 の 家 ２ 建 設 事 業

市 営 墓 地 改 修 事 業

浄 化 槽 設 置 費 補 助 事 業

勤 労 者 福 祉 施 設 整 備 事 業

財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

普
通
建
設
事
業

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

− 11−



（単位：千円）

説　　　　明

補助事業 単独事業 合計

・ 車両購入費

小型貨物自動車（2台）

・ 本庁舎改修

本庁舎駐輪場屋根改修、屋外掲示板改修ほか

・ 地区集会所建設等助成

下香力自治会集会所・西町自治会館改修費助成

・ 車両購入費

コミュニティバス（米泉号）（1台）

・ 防犯灯設置

自治会等への防犯灯設置費助成

・ 選挙用器材

自書式投票用紙読取分類機（1台）

・ 地域交流センター倉庫改修

・ 民間保育園建設補助

愛隣幼児学園外構工事

・ 保育所改修

潮音保育園遊戯室空調設備設置

・ 一般営繕工事

花岡児童の家１エアコン改修ほか

・ 久保児童の家２設計業務

・ 久保児童の家２工事監理

・ 久保児童の家２建設工事

・ 市営墓地改修

旗岡墓地法面改修、旗山閣梁ほか補修

・ 浄化槽設置費補助

〔補助〕14基（下水道事業認可区域外）

〔単独〕10基（下水道事業認可区域内）

【繰越】

・ 勤労者総合福祉センター施設改修工事監理

・ 勤労者総合福祉センター施設改修工事

外壁改修・天井耐震化改修、避難所機能整備等

− 11− − 12−



区

事 業 名 事 業 費

分 国庫支出金 県支出金 市 　債 そ の 他 計

財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

農 業 振 興 事 業

土 地 改 良 事 業

林 業 振 興 事 業

水 産 業 振 興 事 業

観 光 施 設 整 備 事 業

普
通
建
設
事
業

農 林 水 産 業 費

商 工 費

− 13−



（単位：千円）

説　　　　明

補助事業 単独事業 合計

・ 農業公園整備

農業公園舗装改良

【繰越】

・ 水路整備

大藤谷地区暗渠排水整備

・ 補修工事

農道浴条１号線山田川橋梁補修

【現年】

・ 大原ため池測量調査設計業務

切山地区大原ため池測量調査設計業務

・ ため池廃止実施設計等業務

高畑上ため池廃止実施計画書作成業務ほか

・ 水路改良工事

大藤谷地区暗渠排水改良ほか

・ 補修工事

添谷地区前田水路補修ほか

・ 農振地域整備工事

山田地区石割水路改良ほか

・ ため池整備工事

来巻地区大蔵東ため池仮設道撤去ほか

・ 浸水対策工事

藤光可動堰堰板撤去ほか

・ 補修材料

・ 事務費ほか（人件費含む）

・ 小規模治山測量業務

・ 林道等改良事業

石合林道改良ほか

・ 小規模治山工事

切山二本木地区小規模治山

・ 栽培漁業センター改良工事

栽培漁業センタータッチングプール日除け設置ほか

・ 栽培漁業センター補修工事

栽培漁業センター海水ポンプ取替ほか

・ 県事業負担金

内海地区水産環境整備事業

・ 笠戸島観光環境整備事業

はなぐり海岸便所改修

− 13− − 14−



区

事 業 名 事 業 費

分 国庫支出金 県支出金 市 　債 そ の 他 計

財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業

道 路 橋 り ょ う 新 設 改 良 事 業

浸 水 対 策 事 業

交 通 安 全 施 設 整 備 事 業

河 川 事 業

港 湾 事 業

普
通
建
設
事
業

土 木 費

− 15−



（単位：千円）

説　　　　明

補助事業 単独事業 合計

・ 県事業負担金

防災安全・急傾斜事業（時宗・末武上地区）

【繰越】

・ 道路改良・舗装、排水路改良（単独分）

・ 道路改良（補助分）

平田昭和通り水路改良、大手線（桜大橋）補修

・ 信号機移設等

平田昭和通り水路改良に係る支障物件移設補償

【現年】

・ 測量設計ほか

・ 測量設計ほか（補助分）

・ 道路改良・舗装、排水路改良（単独分）

天王台１号線路肩改良、城山通り舗装改良、西開作地区生活道改良ほか

・ 道路改良（補助分）

・ 道路改良（笠戸島観光環境整備）

笠戸島家族旅行村公園線側溝改良

・ 道路改良（新斎場周辺環境整備）

中島町生活道改修

・ 道路用地

花岡八幡通り道路改良ほか

・ 県事業負担金

笠戸島線道路改良、下松新南陽線街路整備事業ほか

・ 家屋、立木ほか

花岡八幡通り道路改良

・ 事務費ほか（人件費含む）

・ 浸水対策工事

豊井地区法定外水路土砂撤去、大谷川土砂撤去

・ 修繕料

街路灯修繕等

・ 交通安全施設点検業務

道路反射鏡・道路照明灯点検、恋路トンネル照明設備保守点検

・ 交通安全施設整備

道路照明灯・道路反射鏡・防護柵設置ほか

・ 中小河川改修

浚渫・護岸工事（水無川、高橋川、宮本川ほか）

・ 港湾整備事業償還負担金

徳山下松港末武地区埠頭用地造成事業ほか

・ 県事業負担金

平田昭和通り水路改良

橋梁点検業務委託に伴う付帯業務、桜大橋橋梁補修工事関連事後調査業務ほか

花岡八幡通り道路改良、橋梁点検

中央線歩道改良（美里町・瑞穂町地区）、高垣北線（高垣大橋）補修ほか

徳山下松港施設改良（機能強化）ほか
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区

事 業 名 事 業 費

分 国庫支出金 県支出金 市 　債 そ の 他 計

財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

都 市 計 画 道 路 大 海 線 道 路 新 設 事 業

公 園 緑 化 整 備 事 業

豊 井 地 区 ま ち づ く り 整 備 事 業

市 営 住 宅 整 備 事 業

旗 岡 住 宅 建 設 事 業

普
通
建
設
事
業

− 17−



（単位：千円）

説　　　　明

補助事業 単独事業 合計

【繰越】

・ 大海線工事

・ 街路用地

・ 大海線物件等移転補償

【現年】

・ 大海線工事

・ 街路用地

・ 大海線物件等移転補償

・ 事務費ほか（人件費含む）

【繰越】

・ 下松公園多目的トイレ等設計業務

・ 公園等改良

下松公園多目的トイレ建設

【現年】

・ 公園等改良

下松スポーツ公園ミストポール設置ほか

・ 公園等補修

下松公園安全施設補修ほか

・ 街路樹等整備

中央線（青柳・寺迫地区）街路樹撤去

・ 公園等改良（新斎場周辺環境整備）

下松埠頭公園フェンス設置

・ 公園等改良（恋ヶ浜緑地庭球場）

恋ヶ浜緑地庭球場改修

【繰越】

・ 豊井地区まちづくり整備計画

中豊井線ほか２路線予備設計業務ほか

【現年】

・ 豊井地区建物調査・用地測量等業務

・ 豊井地区工事

生活道路側溝設置ほか

・ 豊井地区用地

都市計画道路中央線計画用地

・ 事務費ほか（人件費含む）

・ 市営住宅改修

尾尻市営住宅屋上防水改修、川瀬市営住宅２号棟共用部自火報改修

・ 工事監理

・ 建設工事

旗岡市営住宅Ｂ棟建設

・ 移転補償費

旗岡市営住宅Ａ棟への移転

・ 事務費ほか（人件費含む）

都市計画道路豊井恋ヶ浜線沿道整備街路事業建物等調査算定第１工区業務ほか
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区

事 業 名 事 業 費

分 国庫支出金 県支出金 市 　債 そ の 他 計

財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

消 防 施 設 整 備 事 業

小 学 校 施 設 改 修 事 業

小 学 校 給 食 セ ン タ ー 施 設 整 備 事 業

下 松 小 学 校 建 設 事 業

中 学 校 施 設 改 修 事 業

中 学 校 給 食 セ ン タ ー 施 設 整 備 事 業

中 学 校 セ ミ ナ ー ハ ウ ス 施 設 整 備 事 業

文 化 会 館 施 設 整 備 事 業

島 の 学 び 舎 施 設 整 備 事 業

普
通
建
設
事
業

消 防 費

教 育 費

− 19−



（単位：千円）

説　　　　明

補助事業 単独事業 合計

・ 車両購入費等

救助工作車（1台）、小型動力ポンプ付積載車（1台）

【繰越】

・ 特別工事

東陽小学校校舎トイレ改修

【現年】

・ 一般工事

花岡小学校給水管改修、豊井小学校運動場砂場設置ほか

・ 特別工事

公集小学校普通教室棟床ほか改修、花岡小学校屋内運動場照明改修ほか

・ 事務費ほか（人件費含む）

・ 倉庫設置工事

【繰越】

・ 工事監理

・ 建設工事

普通教室棟改築、第２校舎解体、外構整備

・ 施設器具費

普通教室棟備品

・ 事務費ほか

【現年】

・ 建設工事

第２校舎解体、外構整備

・ 事務費ほか（人件費含む）

【繰越】

・ 特別工事

【現年】

・ 一般工事

・ 特別工事

久保中学校屋上防水改修、下松中学校昇降口天井改修ほか

・ 事務費ほか（人件費含む）

・ 施設改修

床改修、ゴミ置き場増設

・ 機械器具費

食器消毒保管庫・トレイ消毒保管庫（各1台）

・ 施設改修

トイレ・屋上防水改修

・ 文化会館施設整備

空調設備（加圧給水ポンプほか）更新、展示ホールパワーアンプ更新

・ 島の学び舎施設整備

屋上防水改修、給水管改修

下松・久保・末武中学校配膳室等空調設備設置、末武中学校武道場床ほか改修

末武中学校屋内運動場照明改修、久保中学校技術室特別支援教室照明改修ほか

− 19− − 20−



区

事 業 名 事 業 費

分 国庫支出金 県支出金 市 　債 そ の 他 計

財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

公 民 館 施 設 整 備 事 業

笠 戸 公 民 館 建 設 事 業

花 岡 公 民 館 建 設 事 業 費

体 育 施 設 整 備 事 業

農 林 水 産 施 設 災 害 復 旧 事 業

土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業

（注） 決算統計作業にて、千円単位へ端数調整を行った結果、決算報告書計上金額と一致しないことがある。

普
通
建
設
事
業

普 通 建 設 事 業 費 計

災 害 復 旧 事 業 費 計

投 資 的 経 費 計

（注） 電源立地地域対策交付金は一般財源に、繰越事業に充当された繰越金はその他特定財源に計上されている。

− 21−



（単位：千円）

説　　　　明

補助事業 単独事業 合計

・ 公民館整備

花岡公民館照明設備改修

豊井公民館高圧受電設備更新、東面北面外壁等改修

笠戸島公民館大会議室・小会議室空調機更新

・ 建設工事

外構工事

・ 事務費ほか（人件費含む）

【繰越】

・ 実施設計等

【現年】

・ 工事監理

・ 建設工事

・ 事務費ほか（人件費含む）

・ 体育施設整備

スポーツ公園園路舗装改修、市民体育館屋上防水改修ほか

・ 施設器具費

バドミントンコート

・ 現年度発生災害復旧

尾郷地区岩本水路災害復旧ほか

【繰越】

・ 現年度発生災害復旧

山中川石積護岸復旧

【現年】

・ 測量設計ほか

清沢線測量設計業務、山田線支障木伐採業務

・ 現年度発生災害復旧

清沢線公共災害付帯工事ほか

・ 現年度発生公共災害復旧

３補災道第5号市道清沢線道路災害復旧
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資料７   令和３年度工事請負調

費　目 工　　　　　事　　　　　名 予定価格 (円)

庁舎管理費 本庁舎駐輪場屋根ほか改修工事 変更

市立保育園費 潮音保育園遊戯室空調設備設置工事

久保児童の家増築工事（建築主体） 変更

久保児童の家増築工事（機械設備） 変更

久保児童の家増築工事（電気設備） 変更

墓園管理費 旗岡墓地法面改修工事

大藤谷地区暗渠排水改良工事 変更

花岡幹線水路改良工事

林業振興費 切山二本木地区小規模治山工事 変更

水産業振興費 栽培漁業センタータッチングプール日除け設置工事

市道舗装補修工事（単価入札）

４月分市道舗装補修工事（単価清算）

５月分市道舗装補修工事（単価清算）

６月分市道舗装補修工事（単価清算）

７月分市道舗装補修工事（単価清算）

８月分市道舗装補修工事（単価清算）

９月分市道舗装補修工事（単価清算）

１０月分市道舗装補修工事（単価清算）

１１月分市道舗装補修工事（単価清算）

１２月分市道舗装補修工事（単価清算）

１月分市道舗装補修工事（単価清算）

２月分市道舗装補修工事（単価清算）

３月分市道舗装補修工事（単価清算）

川端通り支線-１ほか１路線舗装改良工事 変更

城山通りほか1路線舗装改良工事 変更

中央線（美里町地区）歩道改良工事

天王台1号線路肩改良工事 変更

中央線(瑞穂町地区)南側歩道改良工事 変更

東河原線水路改良工事

岡の原線ほか１路線舗装工事 変更

光ヶ丘３号通りほか２路線舗装工事

準用河川高橋川護岸改修工事

準用河川水無川河道掘削工事 変更

都市計画道路大海線道路築造第１工区工事 変更

都市計画道路大海線舗装新設工事 変更

公園緑化費 下松埠頭公園フェンス設置工事

川瀬市営住宅1号棟502号室ほか営繕工事 変更

末武市営住宅2号棟204号室ほか営繕工事 変更

尾尻市営住宅屋上防水改修工事 変更

東陽小学校改修工事（建築主体） 変更

東陽小学校改修工事（機械設備）

東陽小学校改修工事（電気設備）

小学校管理費

街路事業費

住宅管理費

河川費

道路橋りょう新設改良費

道路橋りょう維持費

農地費

落札額 (請負代金)　(税抜き) (円)

学童保育事業費
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受　注　者

国益建設㈱

㈲システム電工

百合建設工業㈱

㈲森田設備工業

㈱兼清電子

㈲キミヱ工業

松和建設㈱

㈲尾崎土木

ヤマシタ建設㈱

国益建設㈱

日東建設工業㈱

㈲尾崎土木

㈱濱田工業

松和建設㈱

㈲尾崎土木

国益建設㈱

㈲末武土木

日東建設工業㈱

㈲尾崎土木

㈲尾崎土木

㈱藤井産業

㈱中山組

日東建設工業㈱

周南建設㈱

日栄建設工業㈱

国益建設㈱

晴野塗装工業㈱

百合建設工業㈱

国益建設㈱

下松電設

㈲合田工務店、㈱髙杉組、㈱中山組、日栄建設工業㈱、ミナミ建設㈱、百合建設工業㈱

㈲梅山水道工業所、キハラ建設㈱、国益建設㈱、近藤商事㈱、㈱タイセイ、㈱竹本工務店、㈱竹安工事、
㈲森田設備工業

㈱兼清電子、下松電設、近藤商事㈱、㈱清水電業社、㈱新笠戸ドック、㈲福田電設工業

キハラ建設㈱、国益建設㈱、㈱新笠戸ドック、㈱周防工務店、㈱中山組、日栄建設工業㈱、日東建設工業㈱、
村上建設工業㈱、㈲八木組

㈲尾崎土木、キハラ建設㈱、㈲キミヱ工業、国益建設㈱、日東建設工業㈱、㈱濱田工業

㈱九内下松事業所、国益建設㈱、㈱三友周南営業所、周南建設㈱、周南造園㈱、㈱大和緑地造園、㈲渡邊愛樹園

㈲合田工務店、国益建設㈱、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、日栄建設工業㈱

地方自治法施行令第167条の2第1項第8号

㈱ＳＨＩＹＵＭＩ、㈲竹中塗装工業、日本海装㈱、晴野塗装工業㈱、㈲松井産業、松浦塗装㈱

㈲キミヱ工業、周南建設㈱、㈲末武土木、㈲大平建設、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、㈱藤井産業、ヤマシタ建設㈱

㈲尾崎土木、キハラ建設㈱、㈲キミヱ工業、国益建設㈱、日東建設工業㈱、㈱濱田工業

㈲尾崎土木、キハラ建設㈱、㈲キミヱ工業、国益建設㈱、日東建設工業㈱、㈱濱田工業

㈲尾崎土木、㈲合田工務店、㈲髙徳工業、松和建設㈱、㈱竹安工事、㈱藤井産業、㈱富士建設工業所

㈱河村組、㈲キミヱ工業、㈲合田工務店、周南建設㈱、松和建設㈱、㈱藤井産業、㈱吉岡組

㈲尾崎土木、㈱河村組、キハラ建設㈱、㈲キミヱ工業、国益建設㈱、㈱中山組、日東建設工業㈱、㈱濱田工業

㈲尾崎土木、㈱河村組、キハラ建設㈱、㈲キミヱ工業、国益建設㈱、㈱中山組、日東建設工業㈱、㈱濱田工業

㈱河村組、㈲キミヱ工業、㈲合田工務店、周南建設㈱、松和建設㈱、㈱藤井産業、㈱富士建設工業所

㈲尾崎土木、㈱河村組、キハラ建設㈱、㈲キミヱ工業、国益建設㈱、㈱中山組、日東建設工業㈱、㈱濱田工業

キハラ建設㈱、国益建設㈱、㈱新笠戸ドック、㈱周防工務店、㈱中山組、日栄建設工業㈱、日東建設工業㈱、
村上建設工業㈱、㈲八木組

㈲尾崎土木、㈱河村組、キハラ建設㈱、㈲キミヱ工業、国益建設㈱、㈱中山組、日東建設工業㈱、㈱濱田工業

市道舗装補修工事 請負代金合計　11,131,439円（税抜き）

㈱河村組、㈲キミヱ工業、㈲末武土木、㈲大平建設、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、㈱藤井産業、ヤマシタ建設㈱

㈲尾崎土木、㈱河村組、㈲髙徳工業、松和建設㈱、㈱竹安工事、㈱藤井産業、㈱山本技建、ヤマシタ建設㈱

㈲尾崎土木、㈱河村組、㈲合田工務店、周南建設㈱、松和建設㈱、㈱竹安工事、㈱山本技建

㈲キミヱ工業、周南建設㈱、㈲末武土木、㈲大平建設、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、㈱藤井産業、ヤマシタ建設㈱

㈲合田工務店、国益建設㈱、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、日栄建設工業㈱

指名業者　または　入札参加業者

国益建設㈱、㈱中山組、㈱ミナミ建設、百合建設工業㈱

㈲岩崎水道ポンプ店、㈱コスモス電工、㈲システム電工、㈱竹本工務店、日栄建設工業㈱、㈱ニチリン、
㈲森田設備工業

㈱髙杉組、㈱中山組、日栄建設工業㈱、百合建設工業㈱

㈲岩崎水道ポンプ店、㈱竹本工務店、日栄建設工業㈱、㈱ニチリン、㈲森田設備工業

㈱兼清電子、㈱カワナミ、下松電設、近藤商事㈱、㈱清水電業社、㈲福田電設工業
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費　目 工　　　　　事　　　　　名 予定価格 (円) 落札額 (請負代金)　(税抜き) (円)

公集小学校普通教室棟床ほか改修工事 変更

花岡小学校屋内運動場照明改修工事 変更

豊井小学校屋内運動場外壁ほか改修工事 変更

末武中学校武道場床ほか改修工事 変更

下松中学校昇降口天井改修工事 変更

末武中学校テニスコート防球ネット改修工事 変更

久保中学校屋上防水改修工事 変更

中学校セミナーハウス運営費 セミナーハウス改修工事 変更

下松市文化会館加圧給水ポンプほか更新工事 変更

島の学び舎屋上防水改修工事 変更

花岡公民館管理運営費 花岡公民館照明設備改修工事

豊井公民館高圧受電設備更新工事

豊井公民館東面北面外壁等改修工事 変更

公民館建設費 笠戸公民館外構工事 変更

下松スポーツ公園園路舗装改修工事 変更

市民体育館屋上防水改修工事 変更

土木施設災害復旧費 ３補災道第５号市道清沢線道路災害復旧工事

高垣大橋橋梁補修工事 変更

中島町生活道改修工事 変更

中央線（瑞穂町地区）北側歩道改良工事 変更

河川費 準用河川宮本川護岸改修工事

都市計画道路大海線道路照明灯設置工事

都市計画道路大海線道路築造第２工区工事

旗岡市営住宅B棟建設工事（建築主体）

旗岡市営住宅B棟建設工事（機械設備）

旗岡市営住宅B棟建設工事（電気設備）

旗岡市営住宅B棟建設工事（昇降機設備）

東陽小学校トイレ改修工事（建築主体）

東陽小学校トイレ改修工事（機械設備）

東陽小学校トイレ改修工事（電気設備）

末武中学校特別教室空調設備設置工事(機械設備) 変更

末武中学校特別教室空調設備設置工事(電気設備)

久保中学校特別教室空調設備設置工事(機械設備) 変更

久保中学校特別教室空調設備設置工事(電気設備)

花岡公民館講堂改築工事(建築主体)

花岡公民館講堂改築工事(機械設備)

花岡公民館講堂改築工事(電気設備)

中学校管理費

公民館建設費

旗岡住宅建設事業費

小学校管理費

道路橋りょう新設改良費

街路事業費

保健体育総務費

令和３年度から令和４年度に繰越した工事（令和４年７月２９日の状況）

文化事業費

豊井公民館管理運営費

中学校管理費

小学校管理費
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受　注　者指名業者　または　入札参加業者

百合建設工業㈱

㈱清水電業社

国益建設㈱

日栄建設工業㈱

㈱中山組

㈱髙杉組

㈱ＳＨＩＹＵＭＩ

㈱中山組

日栄建設工業㈱

松浦塗装㈱

㈲福田電設工業

下松電設

㈱髙杉組

キハラ建設㈱

日東建設工業㈱

㈲竹中塗装工業

ヤマシタ建設㈱

綜合緑化㈱

㈱藤井産業

㈱周防工務店

㈲キミヱ工業

㈱清水電業社

㈲八木組

百合建設工業㈱

国益建設㈱

㈱清水電業社

日本エレベーター製造㈱
福岡営業所

㈱髙杉組

国益建設㈱

㈲福田電設工業

㈱竹安工事

下松電設

㈱タイセイ

㈱兼清電子

㈱中山組

㈱タイセイ

徳機電設㈱下松営業所

㈲梅山水道工業所、国益建設㈱、㈱竹安工事

㈱兼清電子、㈱カワナミ、下松電設、近藤商事㈱、㈱清水電業社、㈲福田電設工業

㈲梅山水道工業所、国益建設㈱、㈱タイセイ、㈱竹安工事

㈱兼清電子、㈱カワナミ、下松電設、近藤商事㈱、㈱清水電業社、㈲福田電設工業

㈱中山組、百合建設工業㈱、洋林建設㈱下松営業所、りんかい日産建設㈱山口支店

㈱タイセイ、㈱竹安工事

徳機電設㈱下松営業所

大之木建設㈱山口営業所、㈱中山組、㈱ミナミ建設、百合建設工業㈱、りんかい日産建設㈱山口支店

国益建設㈱

㈱清水電業社、徳機電設㈱下松営業所

日本エレベーター製造㈱福岡営業所、日本オーチス・エレベータ㈱中国支店、日立造船㈱中国支社、
㈱日立ビルシステム中国支社、フジテック㈱中四国支店、三菱電機ビルテクノサービス㈱中国支社

㈱髙杉組、㈱中山組、日栄建設工業㈱

㈲梅山水道工業所、キハラ建設㈱、国益建設㈱、近藤商事㈱、㈱タイセイ、㈱竹安工事、㈱竹本工務店、
㈲森田設備工業

㈱兼清電子、㈱カワナミ、下松電設、近藤商事㈱、㈱清水電業社、㈲福田電設工業

㈱九内下松営業所、国益建設㈱、綜合緑化㈱、㈱ニューテック康和山口支店

㈲尾崎土木、㈲キミヱ工業、周南建設㈱、㈱髙杉組、㈱竹安工事、㈱藤井産業、㈱吉岡組

キハラ建設㈱、国益建設㈱、㈱新笠戸ドック、㈱周防工務店、㈱中山組、日栄建設工業㈱、日東建設工業㈱、
村上建設工業㈱、㈲八木組

㈱河村組、㈲キミヱ工業、周南建設㈱、㈱髙杉組、㈱富士建設工業所、㈱山本技建、㈱吉岡組

㈱兼清電子、㈱カワナミ、下松電設、近藤商事㈱、㈱清水電業社、㈲福田電設工業

キハラ建設㈱、国益建設㈱、㈱新笠戸ドック、㈱周防工務店、㈱中山組、日栄建設工業㈱、日東建設工業㈱、
村上建設工業㈱、㈲八木組

キハラ建設㈱、国益建設㈱、㈱周防工務店、㈱中山組、日栄建設工業㈱、日東建設工業㈱、㈲八木組

㈲尾崎土木、㈱河村組、キハラ建設㈱、㈲キミヱ工業、国益建設㈱、㈱中山組、日東建設工業㈱、㈱濱田工業

㈱ＳＨＩＹＵＭＩ、㈲竹中塗装工業、日本海装㈱、晴野塗装工業㈱、㈲松井産業、松浦塗装㈱

㈲キミヱ工業、㈲髙徳工業、周南建設㈱、㈱髙杉組、㈱竹安工事、㈱富士建設工業所、ヤマシタ建設㈱、㈱山本技建

令和３年度から令和４年度に繰越した工事（令和４年７月２９日の状況）

㈲岩崎水道ポンプ店、㈱竹本工務店、日栄建設工業㈱、㈲森田設備工業、㈱ニチリン

㈱ＳＨＩＹＵＭＩ、㈲竹中塗装工業、日本海装㈱、晴野塗装工業㈱、㈲松井産業、松浦塗装㈱

㈱兼清電子、㈱カワナミ、下松電設、近藤商事㈱、㈱清水電業社、㈲福田電設工業

㈱兼清電子、㈱カワナミ、下松電設、近藤商事㈱、㈱清水電業社、㈲福田電設工業

㈲合田工務店、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、㈱中山組、日栄建設工業㈱、㈱ミナミ建設、百合建設工業㈱

㈲合田工務店、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、㈱中山組、日栄建設工業㈱、㈱ミナミ建設、百合建設工業㈱

㈲合田工務店、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、㈱中山組、日栄建設工業㈱、㈱ミナミ建設、百合建設工業㈱

㈲合田工務店、国益建設㈱、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、日栄建設工業㈱

㈱ＳＨＩＹＵＭＩ、㈲竹中塗装工業、日本海装㈱、晴野塗装工業㈱、㈲松井産業、松浦塗装㈱

㈲合田工務店、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、㈱中山組、日栄建設工業㈱、㈱ミナミ建設、百合建設工業㈱

㈱髙杉組、㈱中山組、日栄建設工業㈱、㈱ミナミ建設、百合建設工業㈱

㈱兼清電子、㈱カワナミ、下松電設、近藤商事㈱、㈱清水電業社、㈲福田電設工業

国益建設㈱、㈱髙杉組、㈲髙橋建設、㈱中山組、日栄建設工業㈱、㈱ミナミ建設、百合建設工業㈱
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資料８　公営企業（法適・法非適）等に対する繰出状況（決算統計ベース）　　　

（単位:千円）

公 債 費 繰 出

そ の 他

事 務 費 等

国 保 基 盤 安 定 分

－ －

－ － －

－ － －

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業
（ 保 険 事 業 ）

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

介 護 保 険 事 業

令和元年度

（注）令和元年度から、介護保険事業特別会計において保険事業勘定と介護サービス事業勘定を一本化した。

介 護 保 険 事 業
（ 介 護 サ ー ビ ス 事 業 ）

簡 易 水 道 事 業

　　　　　　　　　　 年　　度

　区　　分
平成29年度 令和2年度平成30年度

観 光 施 設 事 業

令和3年度

上 水 道 事 業

工 業 用 水 道 事 業

下 水 道 事 業
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資料９　令和３年度以前借入分長期債の令和４年～８年度償還見込額調

　　　　　（単位：千円）

　区 分

元 金

年 利 子

度 計

元 金

年 利 子

度 計

元 金

年 利 子

度 計

元 金

年 利 子

度 計

元 金

年 利 子

度 計

年 度 末
未 償 還 元 金

計

年 度 末
未 償 還 元 金

年 度 末
未 償 還 元 金

年 度 末
未 償 還 元 金

年 度 末
未 償 還 元 金

年 度 末
未 償 還 元 金

会 計　
一 般 会 計 上水道事業 観光施設事業簡易水道事業 下水道事業
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資料１０　令和３年度一般会計款別節別歳出決算額一覧表

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費
農 林 水
産 業 費

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

恩 給 及 び 退 職 年 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

種 苗 購 入 費

医 薬 材 料 費

役 務 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

（注）上記数値は、端数処理の関係で誤差を生じている場合がある。
（注）地方自治法施行規則の一部を改正する省令（平成31年総務省令第37号）により、
　　　令和元年度までの28節のうち7節賃金を削り、以降の節番号が繰り上げられた。

計

細

節

細

節

区 分

− 29−



（単位:千円）

商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 災害復旧費 公 債 費 諸 支 出 金 合 計 区分

報酬

給

職

共

災

恩

報償

旅

交

需

消

燃

食

印

光

修

賄

種

医

役

通

広

手

保

委

使

工

原

公

備

負

扶

貸

補

償還

投

積

寄

公

繰
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資料１１　令和３年度一般会計節別歳出予算決算比較

予算額 ① 執行額　② 予算残額 ①－② 執行率（％）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

恩 給 及 び 退 職 年 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

種 苗 購 入 費

医 薬 材 料 費

役 務 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金

扶 助 費

貸 付 金

補 償 、 補 填 及 び 賠 償 金

償 還 金 利 子 及 び 割 引 料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

予 備 費

（注）上記数値は、端数処理の関係で誤差を生じている場合がある。

（注）予算額については、流充用額を加味したうえで、令和４年度への繰越額を除いている。

区 分

細

節

細

節

計
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（単位:千円）

予算残額１００万円以上で主な事項を抜粋（【　】内は細目名称、数値は予算残額） 区分

【土木総務費】会計年度任用職員 1,614、【公園緑化費】会計年度任用職員 2,290、【小学校管理費】校医 1,579 報酬

【総務課一般管理費】会計年度任用職員 1,716、【市立保育園費】会計年度任用職員 1,797 給

【総務課一般管理費】5,139（会計年度任用職員分含む）、【保健衛生総務費】7,173 職

共

災

恩

【衆議院議員選挙費】監視謝礼ほか 2,804、【新型コロナウイルスワクチン接種事業費】医師及び看護師 8,080 報償

【能率研修費】普通旅費  1,392、【非常備消防費】費用弁償 9,667、【指導費】普通旅費 1,677 旅

交

需

【防災対策費】7,352、【衆議院議員選挙費】 1,164、【地域外来・検査センター運営費】1,716 消

燃

食

【広報広聴費】2,074、【賦課徴収費】1,189、【成人保健対策費】1,947 印

【小学校管理費】電気料 2,275、【小学校管理費】水道料及び下水道使用料 2,384 光

【庁舎管理費】1,379、【し尿処理施設費】1,000、【住宅管理費】1,184 修

【中学校給食センター管理運営費】4,457 賄

種

【休日診療所運営費】1,573 医

役

【文書管理費】2,427、【商工業振興費】1,338、【小学校管理費】3,725 通

広

【福祉医療費】国保連合会審査 2,490、【市街地整備費】 2,727、【下松小学校建設事業費】 5,134（繰越分） 手

保

【民間保育費】私立保育所保育実施費 34,794、【感染症予防費】予防接種等医師会委託 44,850 委

【情報化推進費】電算機器リース料 3,271、【小学校管理費】パソコン機器等リース料 5,455 使

【公園緑化費】公園等改良（恋ヶ浜緑地庭球場） 39,377、【下松小学校建設事業費】建設工事 43,823 工

原

【道路橋りょう新設改良費】道路用地 1,533 公

【財産管理費】車両購入費 2,138、【消防施設費】車両購入費等 1,589、【小学校管理費】ＩＣＴ機器 1,595 備

【下水道関連事業費】公共下水道事業会計 48,423、【幼稚園費】私立幼稚園施設型給付 36,352 負

【福祉医療費】重度心身障害者医療費 20,762、【児童措置費】児童手当 34,495、【扶助費】扶助費 24,060 扶

【商工業振興費】特別小口融資 120,000、不況対策特別融資 24,000、中小企業活性化資金融資 7,000 貸

【道路橋りょう新設改良費】信号機移設等 3,000、家屋、立木ほか 5,145 補

【利子】長期債利子 4,690 償還

投

積

寄

公

【国民健康保険特別会計繰出】国保・出産育児一時金 8,141、【介護保険特別会計繰出】介護保険特別会計 78,148 繰

予
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資料１４　地方消費税交付金（社会保障財源化分）を充当する社会保障施策

【歳入】　地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

【歳出】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる経費 千円

（単位：千円）

国・県
地方消費税
交　付　金

支出金 （社会保障
　財源化分）

国民健康保険事業

介護保険事業

（注）充当事業のみ抜粋

　平成２６年４月１日から消費税率（国・地方）が引き上げられたことに伴う地方消費税の増収分につ
いては、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費（事務費や事務職員の人件費等は除く）に充
てるものとされています。
　令和３年度一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況については、下記のとおりです。

特定財源 一般財源

財源内訳

合計

事業名

社
会
保
険

その他地方債 その他

事業費

（事務費、
人件費等
を除く）
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資料１５　各種指標の推移

（単位：千円、人、％）

平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

歳入総額（普通会計）

歳出総額（普通会計）

実質収支

単年度収支 △ 150,950 △ 76,220

実質単年度収支 △ 564,375 △ 65,415

実質収支比率

経常収支比率

経常一般財源比率

公債費負担比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率（３ヵ年平均）

実質公債費比率（単年度）

将来負担比率

基準財政需要額（錯誤調整前）

基準財政収入額（錯誤調整前）

普通交付税決定額

標準財政規模

標準税収入額

財政力指数（単年度）

財政力指数（３ヶ年平均）

地方債現在高

基 財政調整基金

金 減債基金

等 その他特定目的基金・積立金

積 立 金 現 在 高 計

自主財源比率

（注１）地方財政状況調査等を元に作成している。

（注２）実質赤字額や連結実質赤字額がない場合は、「－」と表記している。

（注３）普通交付税額は、交付基準額錯誤調整後（基準財政需要額－基準財政収入額）から調整額を差し引いた額である。

健

全

化

判

断

比

率

住民基本台帳人口(年度末現在)

年度
項 目
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